東かがわ市人権会議人権・同和教育・啓発推進グループ補助金交付要綱

　（趣旨）
第１条　この要綱は、東かがわ市人権会議規約第２条の規定に基づき、人権・同和教育等の意識や実践力の向上を目指し、同和問題を始め様々な人権問題の解決に自主的に取り組むグループ（以下「市民グループ等」という。）の支援に関し必要な事項を定めるものとする。
　（支援の内容）
第２条　東かがわ市人権会議（以下「人権会議」という。）は、会長が認める市民グループ等が計画し、実施する研修会等に要する経費について、予算の範囲内で補助金を交付する。
２　前項の補助金の額は、補助対象事業費の２分の１以内であって、50,000円を限度とする。
　（市民グループ等の要件）
第３条　補助金の交付を受けることができる市民グループ等の要件は、構成員が５人以上とする。ただし、構成員が中学生以下であるときは、保護者が１人以上参加していなければならない。
　（補助申請）
第４条　補助金の交付を受けようとする市民グループ等の代表者は、申請書（様式第１号）を会長に提出しなければならない。
（補助の決定）
第５条　会長は、前条の申請を審査し、適当と認めたときは、補助金交付の決定をし、その旨を様式第２号により当該市民グループ等の代表者に通知する。
　（補助対象経費）
第６条　第２条の補助対象経費は、事業に要する旅費、報償費、需用費（食料費、燃料費は除く。）、役務費、使用料及び賃借料とする。
　（実績報告）
第７条　補助金交付の決定を受けた市民グループ等（以下「補助事業者」という。）の代表者は、補助対象事業が完了したときは、速やかに実績報告書（様式第３号）を会長に提出しなければならない。
２　会長は、実績報告書の内容を審査し、適当と認めたときは、補助金を交付する。
　（補助の条件）
第８条　補助事業者は、東かがわ市又は東かがわ市教育委員会が主催する人権・同和教育推進事業に２回以上参加しなければならない。
２　補助事業者は、前項に定めるもののほか、人権・同和教育に関する研修会等を３回以上開催しなければならない。
　（調査）
第９条　会長は、必要があると認めるときは、補助事業者に対し、補助対象事業に関する報告を求め、又は実地に調査することができる。
２　補助事業者は、前項の報告又は調査を拒んではならない。
　（その他）
第10条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。
附　則
　この要綱は、２００３（平成１５）年７月１日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、公布の日から施行する。
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